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個  別  注
自 令和 5年
至 令和 6年

記  表
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9

8

月
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

(1)子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

(2)その他有価証券
①市場価格のない株式等以外のもの

縮郷 ・鵡 感 &啄狙塗を晉賓稀 撃、輸平均法により算a
②市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1)商品
先入先出法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法)によつております。

(2)仕掛品
個別法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法)によつております。

固定資産の減価償去,の方法

(1)有形固定資産
定率法を採用しております。
ただし、建物 (建物附属設備を除く)並びに2016年4月 1日 以後に取得した建物附属設備
については定額法によつております。

また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償去,資産については、 3年間で均等

償却する方法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物              3年 ～32年

工具、器具及び備品       3年 ～15年

(2)無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフ トウェア     5年 (利用可能期間)

引当金の計上基準

(1)貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、輩事業年度の賞与支給見込額のうち、当事業年度に

対応する金額を計上しております。

(3)役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。



(4)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5)役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております

(6)株式給付引当金
取締役及び執行役員への当社株式の交付に備えるため、内規に基づく当会計年度末にお

ける株式給付債務の見込額を計上しております。

収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点 (収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであ
ります。

(1)ア ウトツーシング事業
当社は、業務委託契約に基づき、顧客である通信キャリア、メーカー等から業務全体を

受託しアウトツーシング事業に係るサービスを提供しております。これらのサービスは、

業務の進捗につれて履行義務が充足されることから、一定の期間にわたり、提供したサー

ビスに基づいて収益を認識しています。

(2)人材派遣事業
当社は、幅広い業種に対応した人材を顧客に派遣する人材派遣サービスを提供しており

ます。これらのサービスは、派遣社員による労働力の提供に応じて履行義務が充足される

ことから、当社と雇用契約を締結した派遣スタンフの派遣期間の稼働実績に応じて収益を

認識しています。

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

その他
項目名
消費税等の会計処理

内容
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式で計上している。

会計処理の原則又は手続の変更

(1)収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」 (企業会計基準第29号2020年 3月 31日 。以下

「収益認識

会計基準Jと いう。)等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することとしております。なお、収益認識会計基準等の適用による計算書類に与え

る影響はありません。

(2)時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」 (企業会計基準第30号2019年 7月 4日 。以下

「時価算

定会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」 (企業会計基準第10号2019年 7月 4日 )第44-2項 に定め
める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわ

たつて適用することとしております。なお、時価算定会計基準等の適用による計算書類に

与える影響はありません。



Ⅱ.株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株1式の種類及び総数に関する事項

発行済株式
合計 (発行済株式)
当期末株式数 (発行済株式)

配当に関する事項
配当財産が金銭の場合
金銭配当の株式の種類別内訳
株式の種類
普通株式
決議
株主総会
配当金の総額
1株当たり配当額
基準目
効力発生日

Ⅲ.1株当たり情報に関する注記
1株当たりの純資産額
1株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額

17,899,333株

294,802,014円
16円

令和5年 8月 31日

令和5年 11月 23日

534円

28円


